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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は，欧米の都市を対象とした研究を基礎として組み立てられてきた公共サービスの地理学的研究を参
考にして，日本の農山村を縁辺地域として捉え，現地調査に基づくミクロな空間的視点と計量手法を用いたマ
クロな空間的視点の２つの視点から検討・分析を行い，公共サービス供給とその経済基盤である地方財政の縁
辺地域的特徴を実証的に明らかにしようとしたものである。 
 本論文の構成は，序論および2部7章と補章，そして結論からなる。序論では研究枠組みと先行研究を整理
している。第1部の第Ⅰ章から第Ⅲ章および補章では，縁辺地域化の農山村における公共サービス全般に焦点
をあてて，国家政策の史的展開，公共サービスの経済基盤である財政的側面，公共サービスに対する住民意識
の諸側面に関して分析を行っている。第2部の第Ⅳ章から第Ⅶ章では，公共サービスの中でも「空間的限定性」
といった概念によってその供給に影響がおよぶ義務教育施設に焦点をあてて，全国スケールでの財政分析と市
町村レベルでの事例研究を行っている。  
 第1部「縁辺地域における公共サービス・地方財政」の第Ⅰ章では，大きな社会変動を経験しつづけた縁辺
地域に対する国家レベルの公共政策の第2次大戦後の史的展開を詳細にまとめている。 
 第Ⅱ章では，全国的な公共投資の目的別投資の地域的な検討をしている。その結果，地方圏における公共投
資は，高度経済成長期以降連綿と続く「農林水産」投資，「治山治水」投資に特徴付けられる一方で，近年特化
する傾向が見られる「道路」投資，「厚生福祉」投資などが重要な公共投資であることを明らかにした。さらに
市町村を分析単位とした全国的な財政分析を行っている。 
 第Ⅲ章では，鳥取県日南町を対象として，「中山間地域アクティビティー・ダイアリー調査」で得られたオリ
ジナルなデータを分析し，公共サービス供給に対する住民意識の形成には，地域コミュニティ機能をはじめ，
地域がおかれている現状が影響していることを指摘している。その際，安達生恒の概念枠組みを参考に議論を
展開している。そして、安達生恒の「過疎の循環回路」が存在するのに加えて，過疎化が起因として公共サー
ビスへの依存が高まり，そして手厚い公共サービス供給がなされるがゆえに地域コミュニティ機能の低下がも
たらされ，それがさらなる公共依存をもたらすという「公共依存の循環回路」が存在することを推論した。 
 補章では，第Ⅲ章と同様に鳥取県日南町を対象としたフィールドワークに基づき，地方財政学で議論がなさ
れている内発的発展論における，（1）完成度の高いグランドデザイン，（2）運営資金，（3）リーダーの存在，
（4）住民理解，の4つのチェックポイントを援用して，地域間交流施設整備とそれに対する住民意識について
の実態などを検討している。結論として，地域振興は地域社会の性格や空間的広がりに影響を受けることから，
内発的発展論は政策理論というよりもむしろスローガン的な運動論として捉えるほうが妥当であるとの見解を
提示している。 
 第2部「縁辺地域における教育施設再編成」では，制度的に純粋公共財に近く，また制度から生まれる空間
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的限定性がある義務教育サービスの分析を行っている。 
 第Ⅳ章では，縁辺地域における公共サービス供給が，その経済的基盤である財政状況の悪化に影響されつつ，
再編成へ向かうベクトルが存在してきたことを明らかにしている。しかしながら縁辺地域における義務教育サ
ービスの供給拠点は，空間的限定性が付随するがゆえに再編成の限界が生じていることを指摘している。 
 第Ⅴ章では，戦後の長期にわたる時系列的な視点から義務教育財政の地域的特徴を検討している。この結果，
縁辺地域においてはサービス享受者が減少しても，均等・均質な義務教育サービスが提供しようとする施策，
言い換えれば義務教育サービスの「均等化」施策のために義務教育財政の「不均等」化が進行してきたことを
論じている。 
 第Ⅵ章では，縁辺地域における義務教育サービス拠点の再編成は「昭和の大合併」に代表されるように行政
域の再編成と極めて密接に関係している点を実証的に明らかにしている。「昭和の大合併」の主要因は，新制中
学校設置にともなう教育費の膨張による市町村財政危機の発生である。新規の義務教育サービス供給が地方財
政の悪化を招き，それがために供給主体である市町村の再編成を誘発，そして義務教育サービスの供給拠点の
再編成が行われた，ということを行政資料や財政データなどから論じている。 
 第Ⅶ章では，義務教育サービスの供給拠点再編成に影響するファクターおよび再編成がなされることによっ
て付帯的に生じる事象として，市町村における道路整備について多くの資料にもとづいて考察している。その
結果，義務教育サービスの供給拠点の再編成は，通学手段，通学路の確保，さらにはその基礎となる道路整備
の状況と密接に関係しており，しかもこの関係は再編成の時期の前後により，いずれも促進要素となるという
相互関係であることを論じている。また再編成により何らかの不利益を被る地区や集落への代償として道路整
備も行われ，「通学条件の悪化」のみならず代償的な道路整備も，義務教育サービスの供給拠点再編成を行うに
際して重要なファクターであることを明らかしている。 
 結論では公共サービス供給の縁辺地域的特徴を整理し，最後に今日の縁辺地域の実情を勘案しつつ，残され
た研究課題を示し，公共サービスの地理学的研究の方向性について検討している。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
 本論文は，日本の縁辺地域における義務教育サービスを中心とする公共サービス供給およびその財政的な基
盤である地方財政の地域的特徴を実証的に把握しようとしたものである。その研究手法は、現地調査に基づく
ミクロな空間的視点と計量手法を用いたマクロな空間的視点のふたつであり、これが本論文の特徴であり、ま
た長所のひとつである。以下、本論文においてオリジナルな研究成果として重要であると判断される箇所を中
心に論評する。 
 第Ⅲ章において、鳥取県日南町の住民に対するアンケートによって得られたデータを分析し，公共サービス
供給に対する住民意識の形成には，地域コミュニティ機能をはじめ，地域がおかれている現状が影響している
ことを指摘している。その際，安達生恒の概念枠組みを参考に議論を展開している。そして、安達の「過疎の
循環回路」が存在するのに加えて，過疎化が起因として公共サービスへの依存が高まり，そして手厚い公共サ
ービス供給がなされるがゆえに地域コミュニティ機能の低下がもたらされ，それがさらなる公共依存をもたら
すという「公共依存の循環回路」が存在することを、データ分析の解析から推論し、これら二つの回路の関係
に関する模式的図式を提示した。この推論と提示された図式は独創的であり、過疎地域における公共サービス
供給と地域コミュニティの関係を研究するうえで大いに参考になるものである。ただし、この議論には当該コ
ミュニティの地理的条件(地形的条件など)などを考慮しなければならないが、それへの言及はない。今後の研
究が期待される。 
 第Ⅳ章において、日本の都道府県別に第2次大戦後の公立中学校の再編成の限界に関する分析を行い，その
地域的特徴と時間的推移を検討し、そして、縁辺地域における義務教育サービスの供給拠点は，空間的限定性
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が付随するがゆえに再編成の限界が生じていることを見出している。この指摘はオリジナルで、日本全体につ
いて実証的に明らかにした点が評価される。 
 第Ⅴ章のなかでは、島根県における市町村別の義務教育財政の地域的特徴を詳細に分析し、結論的に以下の
点を論じている点が評価される。すなわち，縁辺地域においてはサービス享受者が減少しても，均等・均質な
義務教育サービスが提供しようとする施策，言い換えれば義務教育サービスの「均等化」施策のために義務教
育財政の「不均等」化が進行してきたこと、およびこれが縁辺地域における義務教育財政の特徴であること。 
 第Ⅵ章では島根県の市町村を対象として，その公立中学校の再編成の過程を町村合併などの市町村再編成と
の関係で考察し、同地域における公立中学校の再編成は市町村行政域の再編成と極めて密接に関係している点
を実証的に明らかにしたことが評価される。そして、すでに指摘されていることではあるが、「昭和の町村大合
併」の主要因は，新制中学校設置にともなう教育費の膨張による市町村財政危機の発生であることを、行政資
料や財政データなどから明らかにしたことが評価される。 
 第Ⅶ章では島根県の美保関町と島根町における 1970年代以降の義務教育サービス(公立中学校)の供給拠点
再編成と道路整備との関係をたんねんな資料収集とその分析から以下のことを明らかにしている。義務教育サ
ービスの供給拠点の再編成は，通学手段，通学路の確保，さらにはその基礎となる道路整備の状況と密接に関
係していること，また両者の関係については，供給拠点再編成が道路整備に影響するのみでなく、その逆の場
合もあること、さらに再編成により何らかの不利益を被る地区や集落への代償として道路整備も行われ，義務
教育サービスの供給拠点再編成を行うに際して重要なファクターであること。これらを教育委員会資料や町の
行政資料から裏付けていることが評価される点である。ただし、市町村レベルにおける道路整備には、上記以
外の他の要因も作用していることがあるので、この点も考慮すべきであろう。 
 以上のように、本論文は過疎市町村を典型とする日本の縁辺地域における義務教育サービスを中心とする公
共サービス供給およびその財政的な基盤である地方財政の地域的特徴を、現地調査に基づくミクロな地域レベ
ルにおける分析と全国レベルあるいは県レベルにおける大量のデータを計量的な手法によって分析し明らかに
した研究である。上記のように、考察が不十分な点も認められるが、本論文の価値を損なうものではない。 
 以上の所見により,本論文は、大阪市立大学博士(文学)の学位を授与するに値するものと認められる。 
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